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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面に、硬化塗膜層であるハードコート層
を有するハードコートフィルムであって、
　ハードコート層形成材料が、ウレタンアクリレート（Ａ）、イソシアヌル酸アクリレー
ト（Ｂ）および無機の超微粒子（Ｃ）を含み、
　ウレタンアクリレート（Ａ）の配合量は、ウレタンアクリレート（Ａ）およびイソシア
ヌル酸アクリレート（Ｂ）を含むハードコート形成材料の全樹脂成分に対し、７０～９５
重量％であり、
　無機の超微粒子（Ｃ）の配合量は、ハードコート形成材料の全樹脂成分に対し、１０～
６０重量％であることを特徴とするハードコートフィルム。
【請求項２】
　超微粒子（Ｃ）が、酸化チタン、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫お
よび酸化ジルコニウムから選択される少なくとも１種の金属酸化物であることを特徴とす
る請求項１記載のハードコートフィルム。
【請求項３】
　無機の超微粒子（Ｃ）の平均粒径が１００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１ま
たは２記載のハードコートフィルム。
【請求項４】
　ハードコート層の厚みが１５～５０μｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれ
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かに記載のハードコートフィルム。
【請求項５】
　ハードコートフィルムの鉛筆硬度が４Ｈ以上であることを特徴とする請求項１～４のい
ずれかに記載のハードコートフィルム。
【請求項６】
　透明プラスチックフィルム基材の屈折率とハードコート層の屈折率の差が０．０４以下
であることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のハードコートフィルム。
【請求項７】
　イソシアヌル酸アクリレート（Ｂ）の配合量が、ウレタンアクリレート（Ａ）１００重
量部に対し、５～２５重量部であることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のハ
ードコートフィルム。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載のハードコートフィルムのハードコート層上に、反射防
止層を有することを特徴とする反射防止ハードコートフィルム。
【請求項９】
　反射防止層に、中空で球状の酸化ケイ素超微粒子が含有されていることを特徴とする請
求項８に記載の反射防止ハードコートフィルム。
【請求項１０】
　光学素子の片面または両面に、請求項１～７のいずれかに記載のハードコートフィルム
または請求項８もしくは９記載の反射防止ハードコートフィルムが積層されていることを
特徴とする光学素子。
【請求項１１】
　請求項１～７のいずれかに記載のハードコートフィルム、請求項８もしくは９記載の反
射防止ハードコートフィルム、または請求項１０記載の光学素子を有する画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面にハードコート層を少なく
とも設けたハードコートフィルムおよび反射防止ハードコートフィルムに関する。さらに
本発明は、当該ハードコートフィルムおよび反射防止ハードコートフィルムを用いた偏光
板等の光学素子に関する。本発明のハードコートフィルム、反射防止ハードコートフィル
ム、光学素子は画像表示装置、特にＣＲＴ、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディ
スプレイ（ＰＤＰ）およびＥＬディスプレイ（ＥＬＤ）等に好適に用いられる。
【背景技術】
【０００２】
　各種画像表示装置の一つにＬＣＤがあるが、ＬＣＤの高視野角化、高精細化、高速応答
性、色再現性などに関する技術革新に伴い、ＬＣＤを利用するアプリケーションもノート
パソコンやモニターからテレビへと変化しつつある。ＬＣＤの基本的な構成は、二枚の透
明電極を有する平板状ガラスの間に一定間隔のギャップがスペーサーにより設けられてお
り、そこに、液晶材料が注入、封止されており、平板状ガラスの表裏面には偏光板が貼付
されている。偏光板は傷付き易いため、従来は、ＬＣＤ表面にガラスやプラスチックから
なるカバープレートを装着し、ＬＣＤ表面に貼付している偏光板への傷付き防止を図って
いた。しかし、カバープレートを装着するとコスト、重量の面で不利であり、次第に表面
にハードコート処理が施された偏光板が用いられるようになってきた。ハードコート処理
は、通常、透明プラスチックフィルム基材にハードコート層を設けたハードコートフィル
ムを偏光板表面に設けることにより行われる。
【０００３】
　ハードコート層は、通常、熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等の電離放射線硬化型
樹脂を用いて透明プラスチックフィルム基材上に２～１０μｍ程度の薄い塗膜として形成
される。しかし、前記厚みではハードコート層の厚さが十分でないために、ガラス上に塗
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工した場合の鉛筆硬度が４Ｈ以上の特性を有するハードコート樹脂であっても、下地であ
る透明プラスチックフィルム基材の影響を受け、透明プラスチックフィルム基材上に形成
したハードコート層の表面硬度は鉛筆硬度にて２Ｈ以下となるのが一般的である。
【０００４】
　ＬＣＤのアプリケーションが家庭用のテレビに移行することにより、一般的な家庭用テ
レビの使用者は、ＬＣＤを使用したテレビであっても従来のガラス製のＣＲＴを利用した
テレビと同様な取り扱いを行うことが容易に想定される。ガラス製のＣＲＴの鉛筆硬度は
９Ｈ程度あり、現状のハードコートフィルムの鉛筆硬度特性との差異は明確である。その
ため、鉛筆硬度が９Ｈには及ばないにしても、ハードコートフィルムには更なる硬度アッ
プが要求されている。
【０００５】
　さらに、ハードコートフィルムを各種画像表示装置に貼着した場合、ディスプレイ表面
、すなわち、偏光板の表面での光の反射によりディスプレイの視認性が低下する。そのた
め、ハードコートフィルムにはさらなる視認性の向上が要求されている。
【０００６】
　ハードコート層の硬度を向上させる方法として、単純にハードコート層の厚みを増加さ
せることが考えられる。前記方法では硬度はより硬くなるものの、ハードコート層の割れ
や剥がれが生じやすくなると同時に、ハードコート層の硬化収縮によるカールが大きくな
り、実用上使用できるものは得られていなかった。そこで、近年、ハードコートフィルム
の高硬度化を実現するとともに、ハードコート層の割れや硬化収縮によるカールの課題を
解決する方法が提案されている（特許文献１乃至特許文献４）。
【０００７】
　特許文献１には、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面に紫外線硬化型ポリ
オールアクリレート系樹脂を含む組成物から成る硬化塗膜層（ハードコート層）を形成し
た偏光板用保護フィルムが提案されている。紫外線硬化型ポリオールアクリレート系樹脂
としては、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートが主に例示されている。当該樹脂
をプラスチックフィルム基材上に塗工を行った場合、硬化塗膜層の厚みを１０μｍ以上に
することで鉛筆硬度が４Ｈ以上の硬度を確保することは可能であるが、硬化収縮によるカ
ールを同時に抑制することは困難である。
【０００８】
　特許文献２には、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも一方の面に、厚み３～５
０μｍの１層または多層からなる緩衝層を設け、更に緩衝層上に厚み３～１５μｍのハー
ドコート層を形成してなるハードコートフィルムが提案されている。前記透明プラスチッ
クフィルム基材、緩衝層およびハードコート層の各々の鉛筆硬度は、この順序で増大した
値を有し、これによりハードコートフィルム全体としての鉛筆硬度４Ｈ～８Ｈを有するよ
うに設計されている。しかし、特許文献２では、ハードコート層の他に緩衝層が必要であ
り、少なくとも二層構成にすることが要求されるため生産工程に負荷を与えるという欠点
がある。
【０００９】
　特許文献３には、透明プラスチックフィルムもしくはシート基材の少なくとも一方の面
に、第１ハードコート層として無機質或いは有機質の内部架橋超微粒子を含有する硬化樹
脂層を設けた後、更に第２ハードコート層として無機質或いは有機費に内部架橋粒子を含
有しないクリア硬化樹脂の薄膜を設けたものが提案される。しかし、特許文献３も特許文
献２と同様に二層構成にすることで生産工程に負荷を与えるという欠点がある。
【００１０】
　特許文献４には、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも一方の面に、少なくとも
１層のハードコート層が形成されているハードコートフィルムであって、ハードコート層
形成材料が樹脂１００重量部当たり無機微粒子を２０～８０重量部含有し、且つハードコ
ート層全体の厚みが１０μｍ～５０μｍであり、且つ表面の鉛筆硬度が４Ｈ以上であるも
のが提案されている。しかし、特許文献４で用いている、ポリエステルアクリレートまた
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はポリウレタンアクリレート等の樹脂に対して無機微粒子を前記割合で含有したハードコ
ート形成材料により、透明プラスチックフィルム基材上に１０μｍ以上の厚みでハードコ
ート層を形成した場合には、十分な硬度の確保と硬化収縮によるカールの抑制のバランス
をとることが困難である。
【特許文献１】特開平９－１１３７２８号公報
【特許文献２】特開平１１－３００８７３号公報
【特許文献３】特開２０００－５２４７２号公報
【特許文献４】特開２０００－１１２３７９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面に、硬化塗膜層であるハー
ドコート層を有するハードコートフィルムであって、高硬度を有し、かつ、割れや硬化収
縮によるカールを抑制したハードコート層を有するハードコートフィルムを提供すること
を目的とする。
【００１２】
　また本発明は、前記ハードコートフィルムのハードコート層上に反射防止層を有する反
射防止ハードコートフィルムを提供することを目的とする。
【００１３】
　さらに本発明は、前記ハードコートフィルムまたは反射防止ハードコートフィルムを用
いた光学素子を提供すること、さらには前記フィルムまたは光学素子を有する画像表示装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記ハードコートフィルム
等により上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１５】
　すなわち本発明は、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面に、硬化塗膜層で
あるハードコート層を有するハードコートフィルムであって、
　ハードコート層形成材料が、ウレタンアクリレート（Ａ）、イソシアヌル酸アクリレー
ト（Ｂ）および無機の超微粒子（Ｃ）を含み、
　ウレタンアクリレート（Ａ）の配合量は、ウレタンアクリレート（Ａ）およびイソシア
ヌル酸アクリレート（Ｂ）を含むハードコート形成材料の全樹脂成分に対し、７０～９５
重量％であり、
　無機の超微粒子（Ｃ）の配合量は、ハードコート形成材料の全樹脂成分に対し、１０～
６０重量％であることを特徴とするハードコートフィルム、に関する。
【００１６】
　上記本発明は、ハードコート層形成材料として、ウレタンアクリレート（Ａ）を用いる
ことによりハードコート層に弾性および可撓性（屈曲性）を与えている。またイソシアヌ
ル酸アクリレート（Ｂ）を用いることによりハードコート層の架橋度を高め、高硬度を実
現している。さらに、無機の超微粒子（Ｃ）を用いることにより、ハードコート層を形成
する樹脂が硬化する際に生じる硬化収縮を緩和している。これらにより、本発明のハード
コートフィルムは、鉛筆硬度で３Ｈ以上の高硬度を有し、かつ、割れやカールを効果的に
抑制することができる。また前記本発明のハードコートフィルムは、前記成分（Ａ）乃至
成分（Ｃ）を含有する形成材料によりハードコート層を１層で形成した場合にも、高硬度
を有し、かつ、割れやカールを効果的に抑制することができ、生産性の点でも有利である
。
【００１７】
　前記ハードコートフィルムにおいて、ハードコート層の形成材料として用いる超微粒子
（Ｃ）としては、酸化チタン、酸化ケイ素（シリカ）、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸
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化錫および酸化ジルコニウムから選択される少なくとも１種の金属酸化物が好適に用いら
れる。
【００１８】
　前記ハードコートフィルムにおいて、無機の超微粒子（Ｃ）の平均粒径が１００ｎｍ以
下であることが好ましい。
【００１９】
　前記ハードコートフィルムにおいて、ハードコート層の厚みは１５～５０μｍで制御す
るのが好ましい。
【００２０】
　前記ハードコートフィルムにおいて、ハードコートフィルムの鉛筆硬度が４Ｈ以上のも
のを得ることができる。
【００２１】
　本発明のハードコートフィルムの厚みは、特に制限されないが、高硬度の表面硬度を有
するハードコート層を得るために、その厚みを１５～５０μｍの範囲で厚くした場合にも
、割れ、カールを抑制することができる。鉛筆硬度を４Ｈ以上とした場合にも割れ、カー
ルを抑制することができる。
【００２２】
　前記ハードコートフィルムにおいて、透明プラスチックフィルム基材の屈折率とハード
コート層の屈折率の差が０．０４以下であることが好ましい。前記屈折率差を前記範囲と
なるように制御することにより、表面での光の反射を低く抑えることができる。
【００２３】
　また本発明は、前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、反射防止層を有する
ことを特徴とする反射防止ハードコートフィルム、に関する。前記ハードコート層上に反
射防止層を設けた反射防止ハードコートフィルムは、良好な反射防止効果が発現する。
【００２４】
　前記反射防止ハードコートフィルムにおいて、反射防止層に、中空で球状の酸化ケイ素
超微粒子が含有されているものが好適である。
【００２５】
　さらに本発明は、光学素子の片面または両面に、前記ハードコートフィルムまたは反射
防止ハードコートフィルムが積層されていることを特徴とする光学素子、に関する。
【００２６】
　さらに本発明は、前記ハードコートフィルム、前記反射防止ハードコートフィルム、ま
たは前記光学素子を有する画像表示装置、に関する。
【００２７】
　本発明のハードコートフィルム、反射防止ハードコートフィルムは、偏光子、偏光板等
の光学素子に好適に用いることができ、高硬度でありながら、割れやカールを抑制でき、
また反射による干渉縞を低減可能であり、家庭用テレビ等のＬＣＤ等の画像表示装置に対
しても好適に用いることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　本発明のハードコートフィルムおよび反射防止ハードコートフィルムを、図面を参照し
ながら説明する。本発明のハードコートフィルム４は、図１に示すように、透明プラスチ
ックフィルム基材１の片面にハードコート層２を有する。なお、図１には示していないが
、ハードコート層２は透明プラスチックフィルム基材１の両面に設けることも可能である
。また、本発明の反射防止ハードコートフィルム５は、図２に示すように、ハードコート
フィルム４のハードコート層２上に反射防止層３を有する。なお、図２には示していない
が、ハードコート層２および反射防止層３は透明プラスチックフィルム基材１の両面に設
けることも可能である。また、図１、図２では、ハードコート層２、反射防止層３は１層
を有する場合を例示しているが、本発明のハードコート層を有するものであれば、これら
は２層以上であってもよい。
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【００２９】
　本発明の透明プラスチック基材フィルムとしては、透明性を阻害しないものを特に制限
なく使用できる。例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、
ポリエチレンナフタレート等のポリエステル、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、ポリスチレン、ポリアリレート、環状オレフィン、トリアセチルセルロース、
アクリル系樹脂、ポリ塩化ビニル等があげられる。これらは延伸加工したものを用いるこ
とができる。これらの中でも、延伸加工、特に二軸延伸加工されたポリエチレンテレフタ
レートフィルムが、機械的強度や寸法安定性に優れる点で好ましい。また、フィルム面内
の位相差が非常に少ないという点でトリアセチルセルロースも好ましい。このような透明
プラスチックフィルム基材の厚み、適用される材料によって適宜選択されることになるが
、一般には２５～５００μｍ程度であり、好ましくは４０～２００μｍである。
【００３０】
　ハードコート層形成材料は、ウレタンアクリレート（Ａ）、イソシアヌル酸アクリレー
ト（Ｂ）および無機の超微粒子（Ｃ）を含む。
【００３１】
　本発明のウレタンアクリレート（Ａ）としては、（メタ）アクリル酸および／またはそ
のエステル、ポリオール、ジイソシアネートを構成成分として含有するものが用いられる
。例えば、（メタ）アクリル酸および／またはそのエステルとポリオールから、水酸基を
少なくとも１つ有し、かつ（メタ）アクリロイル基を少なくとも１つ有するヒドロキシ（
メタ）アクリレートを作成し、これをジイソシアネートと反応させることによって製造し
たものが用いられる。（メタ）アクリル酸はアクリル酸および／またはメタクリル酸であ
り、本発明において（メタ）は同様の意味である。これら各構成成分は、１種でもよく、
または２種以上を併用してもよい。
【００３２】
　（メタ）アクリル酸のエステルとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ
）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ）アクリレート；シクロヘキシル（メタ
）アクリレート等のシクロアルキル（メタ）アクリレート等があげられる。
【００３３】
　上記ポリオールは、水酸基を少なくとも２つ有する化合物であり、例えば、エチレング
リコール、１，３－プロピレングリコール、１，２－プロピレングリコール、ジエチレン
グリコール、ジプロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，３－ブタンジオー
ル、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、１
，１０－デカングリコール、２，２，4－トリメチル－１，３－ペンタンジオール、３－
メチル－１，５－ペンタンジオール、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールエス
テル、シクロヘキサンジメチロール、１，４－シクロヘキサンジオール、スピログリコー
ル、トリシクロデカンジメチロール、水添ビスフェノールＡ、エチレンオキサイド付加ビ
スフェノールＡ、プロピレンオキサイド付加ビスフェノールＡ、トリメチロールエタン、
トリメチロールプロパン、グリセリン、３－メチルペンタン－１，３，５－トリオール、
ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、グルコー
ス類等があげられる。
【００３４】
　上記ジイソシアネーとしては、芳香族、脂肪族または脂環族の各種のジイソシアネート
類を使用することができ、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジ
イソシアネート、イソホロンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、４
，４´－ジフェニルジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、３，３－
ジメチル－４，４－ジフェニルジイソシアネート、キシレンジイソシアネート、トリメチ
ルフェキサメチレンジイソシアネート、４，４－ジフェニルメタンジイソシアネート等、
さらにはこれらの水添物等があげられる。
【００３５】
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　ハードコート層形成材料において、ウレタンアクリレート（Ａ）の割合が少なすぎると
、得られるハードコート層の柔軟性や密着性が低くなり、一方、多すぎると、硬化後のハ
ードコート層の硬度が低下する傾向がある。そのため、ハードコート形成材料の全樹脂成
分｛成分（Ａ）および成分（Ｂ）の合計量／添加樹脂材料がある場合にはそれを含めた合
計量｝に対し、ウレタンアクリレート（Ａ）は７０～９５重量％が好ましく、８０～９０
重量％であるのがより好ましい。
【００３６】
　本発明のイソシアヌル酸アクリレート（Ｂ）としては、少なくとも１つの（メタ）アク
リレート基を有するイソシアヌル酸樹脂があげられる。例えば、下記化１
【００３７】
【化１】

【００３８】
（式中Ｒは、（メタ）アクリロイル基または－Ｈであり、ｎは１～５の整数である。ただ
し、Ｒは少なくとも１つは（メタ）アクリロイル基である。）で表される化合物があげら
れる。ｎは前記の通り、１～５の範囲が好ましく、より好ましくは２～３の範囲である。
Ｒは少なくとも１つが、（メタ）アクリロイル基であればよいが、全てが（メタ）アクリ
ロイル基であるのが好ましい。
【００３９】
　イソシアヌル酸アクリレート（Ｂ）の配合量は、特に制限されないが、ウレタンアクリ
レート（Ａ）１００重量部に対し、５～２５重量部程度の割合で配合することが好ましい
。より好ましくは８～２３重量部である。イソシアヌル酸アクリレート（Ｂ）の配合量が
２５重量部を超える場合には可撓性が劣るため好ましくない。また、５重量部未満の場合
には十分な硬度が得られない好ましくない。
【００４０】
　無機の超微粒子（Ｃ）としては、酸化チタン、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化亜
鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム、酸化カルシウム、酸化インジウム、酸化アンチモン等が
あげられる。またこれらの複合物も使用することができる。これらのなかでも酸化チタン
、酸化ケイ素（シリカ）、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウムが好
ましい。これら超微粒子（Ｃ）は１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい
。
【００４１】
　無機の超微粒子（Ｃ）の平均粒径は１００ｎｍ以下であるのが好ましい。平均粒径１０
０ｎｍを超える場合には、光の散乱が発生し、ハードコート層の透過率が低下したり、着
色したりして、透明性の点では好ましくない。無機の超微粒子（Ｃ）の平均粒径は、５０
ｎｍ以下であるのが好ましく、さらには３０ｎｍ以下であるのが好ましい。
【００４２】
　無機の超微粒子（Ｃ）の配合量は、ハードコート形成材料の全樹脂成分に対し、１０～
６０重量％程度とすることが好ましい。より好ましくは３０～４５重量％である。無機の
超微粒子（Ｃ）の配合量を、ハードコート形成材料の全樹脂成分に対し６０重量％を超え
る割合にすると、前記超微粒子の凝集物が発生しやすく、前記同様の欠点が生じる。また
塗工性が悪くなるため好ましくない。一方、１０重量％未満の割合では、カールの発生が
増大する傾向があり好ましくない。
【００４３】
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　無機の超微粒子（Ｃ）は、その配合量に応じてハードコート層の見かけの屈折率を調整
する機能を有する。透明プラスチックフィルム基材の屈折率とハードコート層の屈折率は
近似していることが好ましい。そのため、ハードコート層形成材料の調製にあたっては、
前記透明プラスチックフィルム基材の屈折率とハードコート層の屈折率の差（ｄ）が小さ
くなるように、無機の超微粒子（Ｃ）の配合量を適宜に調整するのが好ましい。前記屈折
率差（ｄ）が大きいと、ハードコートフィルムに入射した外光の反射光が虹色の色相を呈
する干渉縞と呼ばれる現象が発生し、表示品位を落としてしまう。特に、ハードコートフ
ィルムを備えた画像表示装置が使用される頻度の高いオフィスでは、蛍光灯として、三波
長蛍光灯が非常に増加してきている。三波長蛍光灯は、特定の波長の発光強度が強く、物
がはっきり見える特徴を有するが、この三波長蛍光灯下では更に干渉縞が顕著に現れるこ
とが判っている。
【００４４】
　前記屈折率差（ｄ）は０．０４以下が好ましい。更に好ましくは０．０２以下である。
例えば、透明プラスチックフィルム基材としてポリエチレンテレフタレートフィルムを用
いる場合、実施例のハードコート形成材料においては、無機の超微粒子（Ｃ）として酸化
チタンを用い、これをハードコート形成材料の全樹脂成分に対して約３５％程度配合する
ことで、ポリエチレンテレフタレートフィルムの屈折率約１．６４に対する屈折率差（ｄ
）を０．０４以下に制御することができ、干渉縞の発生を抑制することができる。また、
透明プラスチックフィルム基材として、トリアセチルセルロースフィルムを用いる場合、
実施例のハードコート形成材料においては、無機の超微粒子（Ｃ）に酸化ケイ素を用い、
これをハードコート形成材料の全樹脂成分に対し約４０％程度配合することで、トリアセ
チルセルロースフィルムの屈折率約１．４８に対する屈折率差（ｄ）を上記同様に０．０
２以下に制御することができすることができ、干渉縞の発生を抑制することができる。
【００４５】
　ハードコート形成材料には、前記成分（Ａ）乃至成分（Ｃ）の他に、反応性希釈剤を含
有することができる。反応性希釈剤は、樹脂成分を構成する。反応性希釈剤としては、例
えば、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ
（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオー
ルジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）ア
クリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート等の２官能以上のモノマー
およびオリゴマーがあげられる。また、例えば、Ｎ－ビニルピロリドン、エチルアクリレ
ート、プロピルアクリレート等のアクリル酸エステル類、エチルメタクリレート、プロピ
ルメタクリレート、イソプロピルメタクリレート、ブチルメタクリレート、ヘキシルメタ
クリレート、イソオクチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、シク
ロヘキシルメタクリレート、ノニルフェニルメタクリレート等のメタクリル酸エステル類
、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、およびそのカプロラクトン変成物などの誘導
体、スチレン、α－メチルスチレン、アクリル酸等およびそれらの混合物、などの単官能
モノマーを使用することができる。これら反応性希釈剤は、ウレタンアクリレート（Ａ）
１００重量部に対し、１５重量部以下、さらには１０重量部以下で使用するのが好ましい
。
【００４６】
　ハードコート形成材料の硬化は、熱硬化、紫外線等の電離放射線硬化を行うことができ
、硬化手段に応じて各種の重合開始剤を用いることができる。硬化手段に紫外線を用いる
場合には、従来公知の光重合開始剤を用いることができる。例えば、ベンゾイン、ベンゾ
インメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、Ｎ
，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラメチル－４，４´－ジアミノベンゾフェノン、ベンジルメチルケタ
ールなどのベンゾインとそのアルキルエーテル類；アセトフェノン、３－メチルアセトフ
ェノン、４－クロロベンゾフェノン、４，４´－ジメトキレベンゾフェノン、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン
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などのアセトフェノン類；メチルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－アミ
ルアントラキノンなどのアントラキノン類；キサントン；チオキサントン、２，４－ジエ
チルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントンなどのチオキサントン類；
アセトフェノンジメチルケタール、ベンジルジメチルケタールなどのケタール類；ベンゾ
フェノン、４，４－ビスメチルアミノベンゾフェノンなどのベンゾフェノン類；その他、
１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン等
を例示できる。これらは単独でまたは２種以上の混合物として使用できる。光重合開始剤
の使用量は、ハードコート形成材料の全樹脂成分｛成分（Ａ）および成分（Ｂ）の合計量
｝に対して５重量部以下程度、さらには１～４重量部が好ましい。
【００４７】
　またハードコート形成材料には、各種レベリング剤を添加することができる。レベリン
グ剤としては、フッ素系またはシリコーン系のレベリング剤を適宜選択して使用するのが
好ましい。より好ましくはシリコーン系のレベリング剤である。シリコーン系レベリング
剤としては、ポリジメチルシロキサン、ポリエーテル変性ポリジメチルシロキサン、ポリ
メチルアルキルシロキサン等があげられる。フッ素系またはシリコーン系のレベリング剤
の配合量は、ハードコート層形成材料の全樹脂成分１００重量部に対して、５重量部以下
、さらには０．０１～５重量部の範囲とするのが好ましい。
【００４８】
　ハードコート形成材料の硬化手段に、紫外線を用いる場合において、前記レベリング剤
をハードコート形成材料に配向しておくと、予備乾燥および溶媒乾燥時に当該レベリング
剤が空気界面にブリードしてくるので、酸素による紫外線硬化型樹脂の硬化阻害を防ぐこ
とができ、最表面においても十分な硬度を有するハードコート層を得ることができる。ま
た、シリコーン系のレベリング剤はハードコート層表面へのブリードにより滑り性が付与
されるために耐擦傷性も向上することもできる。
【００４９】
　さらにハードコート形成材料には、必要に応じ、性能を損なわない範囲で、顔料、充頃
剤、分散剤、可塑剤、紫外線吸収剤、界面活性剤、酸化防止剤、チクソトロビー化剤等を
使用してもよい。これらは単独で使用されてもよいし、２種類以上併用されてもよい。
【００５０】
　本発明のハードコートフィルムは、透明プラスチックフィルム基材の少なくとも片面に
、前記ハードコート形成材料を塗工後に硬化により硬化塗膜層であるハードコート層を形
成することにより製造する。ハードコート形成材料は、塗工にあたり、溶媒に溶解した溶
液として塗工することができる。ハードコート形成材料を溶液として塗工した場合には、
乾燥後に、硬化する。
【００５１】
　溶媒としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンシクロペンタ
ノン、シクロヘキサノンなどのケトン類；酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル類；イ
ソプロピルアルコール、エチルアルコールなどのアルコール類；ベンゼン、トルエン、キ
シレン、メトキシベンゼン、１，２－ジメトキベンゼンなどの芳香族炭化水素類；フェノ
ール、パラクロロフェノールなどのフェノール類；クロロホルム、ジクロロメタン、ジク
ロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、クロロ
ベンゼンなどのハロゲン化炭化水素類等があげられる。これら溶媒は１種を単独で、また
は２種以上を混合して用いることができる。溶液の固形分濃度は、通常、７０重量％以下
が好ましく、より好ましくは３０～６０％重量である。
【００５２】
　前記ハードコート形成材料を透明プラスチックフィルム基材上に塗工する方法としては
、公知のファンテンコート、ダイコート、スピンコート、スプレーコート、グラビアコー
ト、ロールコート、バーコート等の塗工法を用いることができる。
【００５３】
　前記ハードコート形成材料の硬化手段は特に制限されないが、電離放射線硬化が好まし
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い。その手段には各種活性エネルギーを用ることができるが、紫外線が好適である。エネ
ルギー線源としては、例えば、高圧水銀ランプ、ハロゲンランプ、キセノンランプ、メタ
ルハライドランプ、窒素レーザー、電子線加速装置、放射性元素などの線源が好ましい。
エネルギー線源の照射量は、紫外線波長３６５ｎｍでの積算露光量として、５０～５００
０ｍＪ／ｃｍ2が好ましい。照射量が、５０ｍＪ／ｃｍ2未満の場合は、硬化が不十分とな
るため、ハードコート層の硬度が低下する場合がある。また５０００ｍＪ／ｃｍ2を超え
ると、ハードコート層が着色して透明性が低下する。
【００５４】
　前記ハードコート形成材料の硬化により得られる硬化塗膜層であるハードコート層の厚
みは特に制限されないが、前記の通り、１５～５０μｍにすることが好ましい。ハードコ
ート層の厚みは２０～４５μｍであるのがより好ましい。厚みが１５μｍより薄すぎると
硬度が下がり易く、５０μｍより厚すぎるとハードコート層自体にクラックが発生したり
、ハードコートの硬化収縮によりハードコートフィルムがハードコート面にカールするお
それがある。
【００５５】
　前記ハードコート層上には反射防止層を設けることができる。光は物体に当たるとその
界面での反射、内部での吸収、散乱といった現象を繰り返して物体の背面に透過していく
。画像表示装置にハードコートフィルムを装着した際、画像の視認性を低下させる要因の
ひとつに空気とハードコート層界面での光の反射があげられる。反射防止層は、その表面
反射を低減させる。
【００５６】
　反射防止層としては、厚みおよび屈折率を厳密に制御した光学薄膜（反射防止層）をハ
ードコート層表面に積層したものがあげられる。これは、光の干渉効果を利用した入射光
と反射光の逆転した位相を互いに打ち消し合わせることで反射防止機能を発現させる方法
である。
【００５７】
　光の干渉効果に基づく反射防止層の設計において、その干渉効果を上げるには、反射防
止層とハードコート層の屈折率差を大きくすることである。例えば、基材上に２～５層の
光学薄膜（前記厚みおよび屈折率を厳密に制御した薄膜）を積層する多層反射防止層では
、屈折率の異なる成分を所定の厚さだけ複数層形成することで、反射防止層の光学設計に
自由度が増し、より反射防止効果を向上させ、分光反射特性も可視光領域でフラットにす
ることが可能になってくる。光学薄膜の各層の厚み精度が要求されるため、一般的にはド
ライ方式である真空蒸着、スパッタリング、ＣＶＤ等で各層の形成が行われている。
【００５８】
　前記反射防止層の形成材料としては、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化ケイ素、フ
ッ化マグネシウム等を用いることができる。反射防止機能をより大きく発現させるために
は、酸化チタン層と酸化ケイ素層との積層体を用いることが好ましい。上記積層体として
は、ハードコート層上に屈折率の高い酸化チタン層（屈折率：約１．８）が形成され、該
酸化チタン層上に屈折率の低い酸化ケイ素層（屈折率：約１．４５）が形成された２層積
層体、更に、この２層積層体上に、酸化チタン層および酸化ケイ素層がこの順序で形成さ
れた４層積層体が好ましい。このような２層積層体または４層積層体の反射防止層を設け
ることにより、可視光線の波長領域（３８０～７８０ｎｍ）の反射を均一に低減させるこ
とが可能である。
【００５９】
　また、ハードコート層基材上に単層の光学薄膜を積層することによっても反射防止効果
を発現させることが可能である。反射防止層を単層にする設計においても、反射防止機能
を最大限引き出すてためには、反射防止層とハードコート層の屈折率差を大きくする必要
がある。上記反射防止層の膜厚をｄ、屈折率をｎ、入射光の波長をλとすると、反射防止
層の膜厚とその屈折率との間でｎｄ＝λ／４なる関係式が成立する。反射防止層の屈折率
が基材の屈折率より小さい場合は、上記関係式が成立する条件では反射率が最小となる。
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例えば、反射防止層の屈折率が１．４５である場合は、可視光線中の５５０ｎｍの波長の
入射光に対して、反射率を最小にする反射防止層の膜厚は９５ｎｍとなる。
【００６０】
　反射防止機能を発現させる可視光線の波長領域は、３８０～７８０ｎｍであり、特に視
感度が高い波長領域は４５０～６５０ｎｍの範囲であり、その中心波長である５５０ｎｍ
の反射率を最小にする設計を行なうことが一般的に行われている。
【００６１】
　単層で反射防止層を設計する場合、その厚み精度は、多層反射防止膜の厚み精度ほど厳
密ではなく、設計厚みに対し±１０％の範囲、つまり設計波長が９５ｎｍの場合は、８６
ｎｍ～１０５ｎｍの範囲であれば問題なく使用できる。このことより、一般的に単層の反
射防止層の形成には、ウェット方式であるファンテンコート、ダイコート、スピンコート
、スプレーコート、グラビアコート、ロールコート、バーコート等の塗工法が用いられて
いる。
【００６２】
　単層で反射防止層を形成する材料としては、例えば、紫外線硬化型アクリル樹脂等の樹
脂系材料、樹脂中にコロイダルシリカ等の無機微粒子を分散させたハイブリッド系材料、
テトラエトキシシラン、チタンテトラエトキシド等の金属アルコキシドを用いたゾル－ゲ
ル系材料等があげられる。また、それぞれの材料は、表面の防汚染性付与するためフッ素
基含有化合物を用いることができる。耐擦傷性の面からは、無機成分含有量が多い低屈折
率層材料が優れる傾向にあり、特にゾル－ゲル系材料が好ましい。ゾル－ゲル系材料は部
分縮合して用いることができる。
【００６３】
　前記フッ素基を含有するゾル－ゲル系材料としては、パーフルオロアルキルアルコキシ
シランを例示できる。パーフルオロアルキルアルコキシシランとしては、たとえば、一般
式：ＣＦ3（ＣＦ2）nＣＨ2ＣＨ2Ｓｉ（ＯＲ）3（式中、Ｒは、炭素数１～５個のアルキル
基を示し、ｎは０～１２の整数を示す）で表される化合物があげられる。具体的には、た
とえば、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、トリフルオロプロピルトリエトキシ
シラン、トリデカフルオロオクチルトリメトキシシラン、トリデカフルオロオクチルトリ
エトキシシラン、ヘプタデカフルオロデシルトリメトキシシラン、ヘプタデカフルオロデ
シルトリエトキシシランなどがあげられる。これらのなかでも前記ｎが２～６の化合物が
好ましい。
【００６４】
　本発明では、前記反射防止層の形成材料として用いる無機微粒子としては、中空で球状
の酸化ケイ素超微粒子を用いるのが好ましい。中空で球状の酸化ケイ素超微粒子は、平均
粒子径が５～３００ｎｍ程度であることが好ましく、該超微粒子は細孔を有する外殻の内
部に空洞が形成されてなる中空球状であり、該空洞内に該微粒子調製時の溶媒および／ま
たは気体を包含してなる。前記空洞を形成するための前駆体物質が該空洞内に残存してな
ることが好ましい。前記外殻の厚さは１～５０ｎｍ程度の範囲にあり、且つ平均粒子径の
１／５０～１／５程度の範囲にあることが好ましい。前記外殻が複数の被覆層からなるこ
とが好ましい。前記細孔が閉塞され、前記空洞が前記外殻により密封されてなることが好
ましい。反射防止層中において、多孔質または空洞が維持されており、反射防止層の屈折
率を低減させることが可能なため、好ましく用いることができる。
【００６５】
　中空で球状の酸化ケイ素超微粒子の平均粒子径は５～３００ｎｍ程度にある。平均粒子
径が５ｎｍ未満では球状微粒子における外殻の体積割合が増加し、空洞の容積の割合が低
下する傾向があり、他方、平均粒子径が３００ｎｍを超えると安定した分散液が得にくく
なり、また、該超微粒子を含有する反射防止層の透明性が低下し易いからである。中空で
球状の酸化ケイ素超微粒子の好ましい平均粒子径は１０～２００ｎｍの範囲である。なお
、上記平均粒子径は動的光散乱法によって求めることができる。
【００６６】
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　中空で球状の酸化ケイ素超微粒子の製造方法は、例えば、下記工程（ａ）～工程（ｃ）
を有する。中空で球状の酸化ケイ素超微粒子は、分散液として得られる。このような中空
で球状の酸化ケイ素超微粒子の製造方法としては、例えば、特開２０００－２３３６１１
号公報に開示されたシリカ系微粒子の製造方法が好適に採用される。
（ａ）珪酸塩の水溶液および／または酸性珪酸液と、アルカリ可溶の無機化合物水溶液と
を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液または、必要に応じて種粒子が分散したｐＨ１０以上
のアルカリ水溶液中に同時に添加し、酸化ケイ素をＳｉＯ2で表し、酸化ケイ素以外の無
機化合物をＭＯxで表したときのモル比（ＭＯx／ＳｉＯ2）が０．３～１．０の範囲にあ
る核粒子分散液を調製する工程。
（ｂ）前記核粒子分散液に酸化ケイ素源を添加して、核粒子に第１酸化ケイ素被覆層を形
成する工程。
（ｃ）前記分散液に酸を加え、前記核粒子を構成する元素の一部または全部を除去する工
程。
【００６７】
　前記中空で球状の酸化ケイ素超微粒子の分散液は各種マトリクス成分と混合することに
より、反射防止形成用塗工液を作成することができる。各種マトリクス成分は、ハードコ
ート層の表面に被膜を形成し得る成分をいい、ハードコート層との密着性や硬度、塗工性
等の条件に適合する樹脂等から選択して用いることができる。例えば、従来から用いられ
ているポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、塩化ビニル樹脂、エポキシ樹脂
、メラミン樹脂、フッ素樹脂、シリコーン樹脂、ブチラール樹脂、フェノール樹脂、酢酸
ビニル樹脂、紫外線硬化樹脂、電子線硬化樹脂、エマルジョン樹脂、水溶性樹脂、親水性
樹脂、これら樹脂の混合物、さらにはこれら樹脂の共重合体や変性体などの有機樹脂があ
げられる。また前記の単層で反射防止層を形成する材料として例示したゾル－ゲル系材料
等をマトリクス成分として用いることができる。
【００６８】
　マトリックス成分として有機樹脂を用いる場合には、例えば、前記中空で球状の酸化ケ
イ素超微粒子の分散媒としての水をアルコール等の有機溶媒で置換した有機溶媒分散液、
必要に応じて前記超微粒子を公知のカップリング剤で処理した後、有機溶媒に分散させた
有機溶媒分散液とマトリクスとを適当な有機溶剤で希釈して、反射防止形成用塗工液とす
ることができる。
【００６９】
　一方、マトリクス成分としてゾル－ゲル系材料を用いる場合には、例えば、アルコキシ
シラン等の金属アルコキシドとアルコールの混合液に、水および触媒としての酸またはア
ルカリを加えることにより、アルコキシシラン等の部分加水分解物を得て、これに前記分
散液を混合し、必要に応じて有機溶剤で希釈して、塗布液とすることができる。
【００７０】
　塗工液中の、前記酸化ケイ素超微粒子とマトリクス成分の重量割合は、酸化ケイ素超微
粒子／マトリクス＝１／９９～９／１の範囲が好ましい。前記重量割合が９／１を超える
と反射防止層の強度が不足して実用性に欠ける場合がある。一方、前記重量割合が１／９
９未満では前記酸化ケイ素超微粒子の添加効果が現れにくい場合がある。
【００７１】
　上記ハードコート層の表面に形成される反射防止層の屈折率は、酸化ケイ素超微粒子と
マトリクス成分等の混合比率および使用するマトリクスの屈折率によっても異なるが、１
．２～１．４２と低屈折率となる。なお、本発明の酸化ケイ素超微粒子自体の屈折率は、
１．２～１．３８である。
【００７２】
　ハードコートフィルムのハードコート層上に反射防止層を設けた反射防止ハードコート
フィルムは、鉛筆硬度の点で好ましい。前超微粒子（Ｃ）を含有するハードコート層表面
は微小凹凸を形成しており、それが鉛筆の滑りに影響する（鉛筆が引っかかりやすく力が
伝わり易くなっている）。反射防止層を設けた場合には、凹凸が滑らかになり、通常は、
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ハードコート層の鉛筆硬度の３Ｈ程度のものは、４Ｈの鉛筆硬度とすることができる。
【００７３】
　反射防止層は画像表示装置の最表面に装着される頻度が高いため、外部環境からの汚染
を受けやすい。特に、身近においては指紋や手垢、汗や整髪料等の汚染物が付着しやすく
、その付着で表面反射率が変化したり、付着物が白く浮きでて見えて表示内容が不鮮明に
なるなど、単なる透明板等の場合に比べて汚染が目立ちやすくなる。この様な場合は、上
記付着防止性、易除去性に関する機能を付与するために、フッ素基含有のシラン系化合物
やフッ素基含有の有機化合物等を反射防止層上に積層することができる。
【００７４】
　ハードコートフィルムの作製、反射防止ハードコートフィルムの作製にあたっては、透
明プラスチックフィルム基材、さらにハードコート層に各種表面処理を行うことによって
、透明プラスチックフィルム基材とハードコート層、ハードコート層と反射防止層の接着
性を向上させることができる。その表面処理としては、低圧プラズマ処理、紫外線照射処
理、コロナ処理、火炎処理、酸またはアルカリ処理を用いることができる。また、トリア
セチルセルロースを透明プラスチックフィルム基材として用いた場合の表面処理としては
アルカリ鹸化処理が好ましい。アルカリ鹸化処理は、トリアセチルセルロースフィルム表
面をアルカリ溶液に浸潰した後、水洗して乾燥するサイクルで行われることが好ましい。
アルカリ溶液としては、水酸化カリウム溶液、水酸化ナトリウム溶液があげられ、水酸化
イオンの規定濃度は０．１～３Ｎであることが好ましく、０．５Ｎ～２Ｎであることがさ
らに好ましい。アルカリ溶液温度は、２５～９０℃の範囲が好ましく、４０～７０℃がさ
らに好ましい。その後、水洗処理、乾燥処理を行い、表面処理を施したトリアセチルセル
ロースを得ることができる。
【００７５】
　ハードコートフィルム、反射防止ハードコートフィルムは、通常、その透明プラスチッ
クフィルム基材側を、粘着剤や接着剤を介して、ＣＲＴ、ＬＣＤ、ＰＤＰ、ＥＬＤの表面
に貼り合わせて用いることができる。
【００７６】
　またハードコートフィルム、反射防止ハードコートフィルムは、通常、その透明プラス
チックフィルム基材側を、粘着剤や接着剤を介して、ＬＣＤやＥＬＤに用いられている光
学素子に貼り合せることができる。貼り合わせにあたり、透明プラスチックフィルム基材
には、前記同様の表面処理を施すことができる。
【００７７】
　光学素子としては、例えば、偏光子または偏光板があげられる。偏光板は、通常、偏光
子の片側または両側に透明保護フィルムを有するものが一般に用いられる。偏光子の両面
に透明保護フィルムを設ける場合は、表裏の透明保護フィルムは、同じ材料であっても良
いし、異なる材料であってもよい。偏光板は、通常、液晶セルの両側に配置される。通常
、偏光板は、２枚の偏光板の吸収軸が互いに略直交するように配置される。
【００７８】
　偏光子は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。こ
れらのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光
子が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、５～８０μｍ程
度である。
【００７９】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸やヨウ化カリウムなどの水
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溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応じて染色の前にポリビニルアルコール系フ
ィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニルアルコール系フィルムを水洗すること
でポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することがで
きるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均
一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延
伸してもよし、また延伸してからヨウ素で染色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなど
の水溶液中や水浴中でも延伸することができる。
【００８０】
　前記偏光子は、通常、片側または両側に透明保護フィルムが設けられ偏光板として用い
られる。透明保護フィルムは透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性、等方性などに
優れるものが好ましい。上記透明保護フィルムを形成する材料としては、例えばポリエチ
レンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル系樹脂、ジアセチルセ
ルロース、トリアセチルセルロース等のセルロース系樹脂、ポリメチルメタクリレート等
のアクリル系樹脂、ポリスチレン、アクリロニトリル・スチレン共重合体、アクリロニト
リル・ブタジエン・スチレン共重合体、アクリロニトリル・エチレン・スチレン共重合体
、スチレン・マレイミド共重合体、スチレン・無水マレイン酸共重合体などのスチレン系
樹脂、ポリカーボネート系樹脂、等の透明樹脂からなるフィルムがあげられる。また、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、環状ないしノルボルネン構造を有するポリオレフィン、エ
チレン・プロピレン共重合体等のオレフィン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ナイロンや芳香
族ポリアミド等のアミド系樹脂等の透明樹脂からなるフィルムもあげられる。さらに芳香
族ポリイミドやポリイミドアミド等のイミド系樹脂、スルホン系樹脂、ポリエーテルスル
ホン系樹脂、ポリエーテルエーテルケトン系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、ビ
ニルアルコール系樹脂、塩化ビニリデン系樹脂、ビニルブチラール系樹脂、アリレート系
樹脂、ポリオキシメチレン系樹脂、エポキシ系樹脂や前記樹脂のブレンド物等の透明樹脂
からなるフィルムなどもあげられる。
【００８１】
　また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマー
フィルム、たとえば、（Ａ）側鎖に置換および／または非置換イミド基を有する熱可塑性
樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換および／または非置換フェニルならびにニトリル基を有する熱
可塑性樹脂を含有する樹脂組成物があげられる。具体例としてはイソブチレンとＮ－メチ
ルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合体とを含有する
樹脂組成物のフィルムがあげられる。フィルムは樹脂組成物の混合押出品などからなるフ
ィルムを用いることができる。これらのフィルムは位相差が小さく、光弾性係数が小さい
ため偏光板等の保護フィルムに適用した場合には歪みによるムラなどの不具合を解消する
ことができ、また透湿度が小さいため、加湿耐久性に優れる。
【００８２】
　前記透明保護フィルムとしては、偏光特性や耐久性の点より、トリアセチルセルロース
等のセルロース系樹脂、ノルボルネン系樹脂等があげられる。セルロース系樹脂としては
、富士写真フイルム（株）製の製品名「フジタック」等、ノルボルネン系樹脂としては、
日本ゼオン（株）製の製品名「ゼオノア」、ＪＳＲ（株）製の製品名「アートン」等があ
げられる。
【００８３】
　透明保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、
薄層性などの点より１～５００μｍ程度である。より好ましくは５～２００μｍが好まし
く、１０～１５０μｍがより好ましい。上記の範囲であれば、偏光子を機械的に保護し、
高温高湿下に曝されても偏光子が収縮せず、安定した光学特性を保つことができる。
【００８４】
　また、透明保護フィルムは、できるだけ色付きがないことが好ましい。したがって、Ｒ
ｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）・ｄ（ただし、ｎｘはフィルム平面内の遅相軸方向の屈折率、ｎｚ
はフィルム厚方向の屈折率、ｄはフィルム厚みである）で表されるフィルム厚み方向の位
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相差値が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍである保護フィルムが好ましく用いられる。かかる厚み
方向の位相差値（Ｒｔｈ）が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍのものを使用することにより、保護
フィルムに起因する偏光板の着色（光学的な着色）をほぼ解消することができる。厚み方
向位相差値（Ｒｔｈ）は、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋６０ｎｍ、特に－７０ｎｍ～
＋４５ｎｍが好ましい。
【００８５】
　前記透明保護フィルムは、フィルム面内の位相差値および厚み方向の位相差値が液晶表
示装置の視野角特性に影響を及ぼす場合があるので、位相差値が最適化されたものを用い
ることが好ましい。ただし、位相差値の最適化が望まれる透明保護フィルムは、液晶セル
に近い側の偏光子の表面に積層される透明保護フィルムであり、液晶セルに遠い側の偏光
子の表面に積層される透明保護フィルムは、液晶表示装置の光学特性を変化させることは
ないので、この限りではない。
【００８６】
　前記液晶セルに近い側の偏光子の表面に積層される透明保護フィルムの位相差値として
は、フィルム面内の位相差値（Ｒｅ：（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ）が０～５ｎｍであることが好
ましい。より好ましくは、０～３ｎｍである。更に好ましくは、０～１ｎｍである。厚み
方向の位相差値（Ｒｔｈ）は、０～１５ｎｍであることが好ましい。より好ましくは０～
１２ｎｍである。更に好ましくは０～１０ｎｍである。特に好ましくは０～５ｎｍである
。最も好ましくは、０～３ｎｍである。
【００８７】
　ハードコートフィルム等を積層した偏光板は、ハードコートフィルム等に透明保護フィ
ルム、偏光子、透明保護フィルムを順次に積層したものでもよいし、ハードコートフィル
ム等に偏光子、透明保護フィルムを順次に積層したものでもよい。
【００８８】
　その他、透明保護フィルムの偏光子を接着させない面は、ハードコート層やスティッキ
ング防止や目的とした処理を施したものであってもよい。ハードコート処理は偏光板表面
の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えばアクリル系、シリコーン系などの
適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れる硬化皮膜を透明保護フィルムの
表面に付加する方式などにて形成することができる。また、スティッキング防止処理は隣
接層との密着防止を目的に施される。なお、前記ハードコート層、スティッキング防止層
等は、透明保護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護
フィルムとは別体のものとして設けることもできる。
【００８９】
　また偏光板の層間へ、例えばハードコート層、プライマー層、接着剤層、粘着剤層、帯
電防止層、導電層、ガスバリヤー層、水蒸気遮断層、水分遮断層等を挿入、または偏光板
表面へ積層しても良い。また。偏光板の各層を作成する段階では、例えば、導電性粒子あ
るいは帯電防止剤、各種微粒子、可塑剤等を各層の形成材料に添加、混合等することによ
り改良を必要に応じておこなっても良い。
【００９０】
　前記透明保護フィルムの偏光子との積層方法は、特に限定されず、例えばアクリル系ポ
リマーやビニルアルコール系ポリマーからなる接着剤、あるいはホウ酸やホウ砂、グルタ
ルアルデヒドやメラミンやシュウ酸等のビニルアルコール系ポリマーの水溶性架橋剤から
少なくともなる接着剤等を介して行うことができる。これにより湿度や熱の影響で剥がれ
にくく光透過率や偏光度に優れるものとすることができる。前記接着剤としては、偏光子
の原料であるポリビルアルコールとの接着性に優れる点より、ポリビニルアルコール系接
着剤を用いることが好ましい。
【００９１】
　前記ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムを透明保護フィルムとして、偏光子と積
層する場合の粘着剤としては、透明性に優れ、複屈折などが小さく、薄い層として用いて
も充分に粘着力を発揮できるものが好ましい。そのような粘着剤としては、例えば、ポリ
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ウレタン系樹脂溶液とポリイソシアネート樹脂溶液を混合するドライラミネート用接着剤
、スチレンブタジエンゴム系接着剤、エポキシ系二液硬化型接着剤、例えば、エポキシ樹
脂とポリチオールの二液からなるもの、エポキシ樹脂とポリアミドの二液からなるものな
どを用いることができ、特に溶剤型接着剤、エポキシ系二液硬化型接着剤が好ましく、透
明のものが好ましい。接着剤によっては、適当な接着用下塗り剤を用いることで接着力を
向上させることができるものがあり、そのような接着剤を用いる場合は接着用下塗り剤を
用いることが好ましい。
【００９２】
　上記接着用下塗り剤としては、接着性を向上できる層であれば特に制限はないが、例え
ば、同一分子内にアミノ基、ビニル基、エポキシ基、メルカプト基、クロル基等の反応性
官能基と加水分解性のアルコキシシリル基とを有するシラン系カップリング剤、同一分子
内にチタンを含む加水分解性の親水性基と有機官能性基とを有するチタネート系カップリ
ング剤、および同一分子内にアルミニウムを含む加水分解性の親水性基と有機官能性基と
を有するアルミネート系カップリング剤等のいわゆるカップリング剤、エポキシ系樹脂、
イソシアネート系樹脂、ウレタン系樹脂、エステルウレタン系樹脂等の有機反応性基を有
する樹脂を用いることができる。なかでも、工業的に取扱いやすいという観点から、シラ
ン系カップリング剤を含有する層であることが好ましい。
【００９３】
　光学素子としては、実用に際して、前記偏光板に、他の光学素子（光学層）を積層した
光学フィルムを用いることができる。その光学層については特に限定はないが、例えば反
射板や半透過板、位相差板（１／２や１／４等の波長板を含む）、視角補償フィルムなど
の液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層を１層または２層以上用いること
ができる。特に、偏光板に更に反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板
または半透過型偏光板、偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光
板、偏光板に更に視角補償フィルムが積層されてなる広視野角偏光板、あるいは偏光板に
更に輝度向上フィルムが積層されてなる偏光板が好ましい。楕円偏光板、光学補償付き偏
光板等では偏光板側にハードコートフィルムが付与される。
【００９４】
　さらに必要に応じて、耐擦傷性、耐久性、耐候性、耐湿熱性、耐熱性、耐湿性、透湿性
、帯電防止性、導電性、層間の密着性向上、機械的強度向上等の各種特性、機能等を付与
するための処理、または機能層の挿入、積層等を行うこともできる。
【００９５】
　反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反
射させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト
等の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反
射型偏光板の形成は、必要に応じ、前記透明保護フィルム等を介して偏光板の片面に金属
等からなる反射層を付設する方式などの適宜な方式にて行うことができる。
【００９６】
　反射型偏光板の具体例としては、必要に応じマット処理した透明保護フィルムの片面に
、アルミニウム等の反射性金属からなる箔や蒸着膜を付設して反射層を形成したものなど
があげられる。
【００９７】
　反射板は前記偏光板の透明保護フィルムに直接付与する方式に代えて、その透明フィル
ムに準じた適宜なフィルムに反射層を設けてなる反射シートなどとして用いることもでき
る。なお反射層は、通常、金属からなるので、その反射面が透明保護フィルムや偏光板等
で被覆された状態の使用形態が、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の長
期持続の点や、保護層の別途付設の回避の点などより好ましい。
【００９８】
　なお、半透過型偏光板は、上記において反射層で光を反射し、かつ透過するハーフミラ
ー等の半透過型の反射層とすることにより得ることができる。半透過型偏光板は、通常液
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晶セルの裏側に設けられ、液晶表示装置などを比較的明るい雰囲気で使用する場合には、
視認側（表示側）からの入射光を反射させて画像を表示し、比較的暗い雰囲気においては
、半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバックライト等の内蔵光源を使用して
画像を表示するタイプの液晶表示装置などを形成できる。すなわち、半透過型偏光板は、
明るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネルギーを節約でき、比較的暗い雰
囲気下においても内蔵光源を用いて使用できるタイプの液晶表示装置などの形成に有用で
ある。
【００９９】
　偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板について説明する。
直線偏光を楕円偏光または円偏光に変えたり、楕円偏光または円偏光を直線偏光に変えた
り、あるいは直線偏光の偏光方向を変える場合に、位相差板などが用いられる。特に、直
線偏光を円偏光に変えたり、円偏光を直線偏光に変える位相差板としては、いわゆる１／
４波長板（λ／４板とも言う）が用いられる。１／２波長板（λ／２板とも言う）は、通
常、直線偏光の偏光方向を変える場合に用いられる。
【０１００】
　楕円偏光板はスーパーツイストネマチック（ＳＴＮ）型液晶表示装置の液晶層の複屈折
により生じた着色（青または黄）を補償（防止）して、前記着色のない白黒表示する場合
などに有効に用いられる。更に、三次元の屈折率を制御したものは、液晶表示装置の画面
を斜め方向から見た際に生じる着色も補償（防止）することができて好ましい。円偏光板
は、例えば画像がカラー表示になる反射型液晶表示装置の画像の色調を整える場合などに
有効に用いられ、また、反射防止の機能も有する。上記した位相差板の具体例としては、
ポリカーボネート、ポリビニルアルコール、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、
ポリプロピレンやその他のポリオレフィン、ポリアリレート、ポリアミドの如き適宜なポ
リマーからなるフィルムを延伸処理してなる複屈折性フィルムや液晶ポリマーの配向フィ
ルム、液晶ポリマーの配向層をフィルムにて支持したものなどがあげられる。位相差板は
、例えば各種波長板や液晶層の複屈折による着色や視角等の補償を目的としたものなどの
使用目的に応じた適宜な位相差を有するものであってよく、２種以上の位相差板を積層し
て位相差等の光学特性を制御したものなどであってもよい。
【０１０１】
　また上記の楕円偏光板や反射型楕円偏光板は、偏光板または反射型偏光板と位相差板を
適宜な組み合わせで積層したものである。かかる楕円偏光板等は、（反射型）偏光板と位
相差板の組み合わせとなるようにそれらを液晶表示装置の製造過程で順次別個に積層する
ことによっても形成しうるが、前記の如く予め楕円偏光板等の光学フィルムとしたものは
、品質の安定性や積層作業性等に優れて液晶表示装置などの製造効率を向上させうる利点
がある。
【０１０２】
　視角補償フィルムは、液晶表示装置の画面を、画面に垂直でなくやや斜めの方向から見
た場合でも、画像が比較的鮮明にみえるように視野角を広げるためのフィルムである。こ
のような視角補償位相差板としては、例えば位相差フィルム、液晶ポリマー等の配向フィ
ルムや透明基材上に液晶ポリマー等の配向層を支持したものなどからなる。通常の位相差
板は、その面方向に一軸に延伸された複屈折を有するポリマーフィルムが用いられるのに
対し、視角補償フィルムとして用いられる位相差板には、面方向に二軸に延伸された複屈
折を有するポリマーフィルムとか、面方向に一軸に延伸され厚さ方向にも延伸された厚さ
方向の屈折率を制御した複屈折を有するポリマーや傾斜配向フィルムのような二方向延伸
フィルムなどが用いられる。傾斜配向フィルムとしては、例えばポリマーフィルムに熱収
縮フィルムを接着して加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延伸処理また
は／および収縮処理したものや、液晶ポリマーを斜め配向させたものなどがあげられる。
位相差板の素材原料ポリマーは、先の位相差板で説明したポリマーと同様のものが用いら
れ、液晶セルによる位相差に基づく視認角の変化による着色等の防止や良視認の視野角の
拡大などを目的とした適宜なものを用いうる。
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【０１０３】
　また良視認の広い視野角を達成する点などより、液晶ポリマーの配向層、特にディスコ
ティック液晶ポリマーの傾斜配向層からなる光学的異方性層をトリアセチルセルロースフ
ィルムにて支持した光学補償位相差板が好ましく用いうる。
【０１０４】
　偏光板と輝度向上フィルムを貼り合わせた偏光板は、通常液晶セルの裏側サイドに設け
られて使用される。輝度向上フィルムは、液晶表示装置などのバックライトや裏側からの
反射などにより自然光が入射すると所定偏光軸の直線偏光または所定方向の円偏光を反射
し、他の光は透過する特性を示すもので、輝度向上フィルムを偏光板と積層した偏光板は
、バックライト等の光源からの光を入射させて所定偏光状態の透過光を得ると共に、前記
所定偏光状態以外の光は透過せずに反射される。この輝度向上フィルム面で反射した光を
更にその後ろ側に設けられた反射層等を介し反転させて輝度向上フィルムに再入射させ、
その一部または全部を所定偏光状態の光として透過させて輝度向上フィルムを透過する光
の増量を図ると共に、偏光子に吸収させにくい偏光を供給して液晶表示画像表示等に利用
しうる光量の増大を図ることにより輝度を向上させうるものである。すなわち、輝度向上
フィルムを使用せずに、バックライトなどで液晶セルの裏側から偏光子を通して光を入射
した場合には、偏光子の偏光軸に一致していない偏光方向を有する光は、ほとんど偏光子
に吸収されてしまい、偏光子を透過してこない。すなわち、用いた偏光子の特性によって
も異なるが、およそ５０％の光が偏光子に吸収されてしまい、その分、液晶画像表示等に
利用しうる光量が減少し、画像が暗くなる。輝度向上フィルムは、偏光子に吸収されるよ
うな偏光方向を有する光を偏光子に入射させずに輝度向上フィルムで一旦反射させ、更に
その後ろ側に設けられた反射層等を介して反転させて輝度向上フィルムに再入射させるこ
とを繰り返し、この両者間で反射、反転している光の偏光方向が偏光子を通過し得るよう
な偏光方向になった偏光のみを、輝度向上フィルムは透過させて偏光子に供給するので、
バックライトなどの光を効率的に液晶表示装置の画像の表示に使用でき、画面を明るくす
ることができる。
【０１０５】
　輝度向上フィルムと上記反射層等の間に拡散板を設けることもできる。輝度向上フィル
ムによって反射した偏光状態の光は上記反射層等に向かうが、設置された拡散板は通過す
る光を均一に拡散すると同時に偏光状態を解消し、非偏光状態となる。すなわち、拡散板
は偏光を元の自然光状態にもどす。この非偏光状態、すなわち自然光状態の光が反射層等
に向かい、反射層等を介して反射し、再び拡散板を通過して輝度向上フィルムに再入射す
ることを繰り返す。このように輝度向上フィルムと上記反射層等の間に、偏光を元の自然
光状態にもどす拡散板を設けることにより表示画面の明るさを維持しつつ、同時に表示画
面の明るさのむらを少なくし、均一で明るい画面を提供することができる。かかる拡散板
を設けることにより、初回の入射光は反射の繰り返し回数が程よく増加し、拡散板の拡散
機能と相俟って均一の明るい表示画面を提供することができたものと考えられる。
【０１０６】
　前記の輝度向上フィルムとしては、例えば誘電体の多層薄膜や屈折率異方性が相違する
薄膜フィルムの多層積層体の如き、所定偏光軸の直線偏光を透過して他の光は反射する特
性を示すもの、コレステリック液晶ポリマーの配向フィルムやその配向液晶層をフィルム
基材上に支持したものの如き、左回りまたは右回りのいずれか一方の円偏光を反射して他
の光は透過する特性を示すものなどの適宜なものを用いうる。
【０１０７】
　従って、前記した所定偏光軸の直線偏光を透過させるタイプの輝度向上フィルムでは、
その透過光をそのまま偏光板に偏光軸を揃えて入射させることにより、偏光板による吸収
ロスを抑制しつつ効率よく透過させることができる。一方、コレステリック液晶層の如く
円偏光を透過するタイプの輝度向上フィルムでは、そのまま偏光子に入射させることもで
きるが、吸収ロスを抑制する点よりその円偏光を位相差板を介し直線偏光化して偏光板に
入射させることが好ましい。なお、その位相差板として１／４波長板を用いることにより
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、円偏光を直線偏光に変換することができる。
【０１０８】
　可視光域等の広い波長範囲で１／４波長板として機能する位相差板は、例えば波長５５
０ｎｍの淡色光に対して１／４波長板として機能する位相差層と他の位相差特性を示す位
相差層、例えば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得るこ
とができる。従って、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層または
２層以上の位相差層からなるものであってよい。
【０１０９】
　なお、コレステリック液晶層についても、反射波長が相違するものの組み合わせにして
２層または３層以上重畳した配置構造とすることにより、可視光領域等の広い波長範囲で
円偏光を反射するものを得ることができ、それに基づいて広い波長範囲の透過円偏光を得
ることができる。
【０１１０】
　また、偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層または３層以上の光学
層とを積層したものからなっていてもよい。従って、上記の反射型偏光板や半透過型偏光
板と位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであってもよい
。
【０１１１】
　前記光学素子へのハードコートフィルムの積層、さらには偏光板への各種光学層の積層
は、液晶表示装置等の製造過程で順次別個に積層する方式にても行うことができるが、こ
れらを予め積層したものは、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置などの
製造工程を向上させうる利点がある。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前
記の偏光板やその他の光学フィルムの接着に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特
性などに応じて適宜な配置角度とすることができる。
【０１１２】
　前述した偏光板や、偏光板を少なくとも１層積層されている光学フィルム等の光学素子
の少なくとも片面には、前記ハードコートフィルムが設けられているが、ハードコートフ
ィルムが設けられていない面には、液晶セル等の他部材と接着するための粘着層を設ける
こともできる。粘着層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例えばアクリル系重合体
、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテル、フ
ッ素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いること
ができる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と
接着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。
【０１１３】
　また上記に加えて、吸湿による発泡現象や剥がれ現象の防止、熱膨張差等による光学特
性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優れる液晶表示装置の形成性
などの点より、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層が好ましい。
【０１１４】
　前記接着剤または粘着剤にはベースポリマーに応じた架橋剤を含有させることができう
る。また粘着層等は、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス
繊維、ガラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化
防止剤などの粘着層に添加されることの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有
して光拡散性を示す粘着層などであってもよい。
【０１１５】
　偏光板、光学フィルム等の光学素子への粘着層の付設は、適宜な方式で行いうる。その
例としては、例えばトルエンや酢酸エチル等の適宜な溶剤の単独物または混合物からなる
溶媒にベースポリマーまたはその組成物を溶解または分散させた１０～４０重量％程度の
粘着剤溶液を調製し、それを流延方式や塗工方式等の適宜な展開方式で光学素子上に直接
付設する方式、あるいは前記に準じセパレータ上に粘着層を形成してそれを光学素子上に
移着する方式などがあげられる。粘着層は、各層で異なる組成または種類等のものの重畳
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層として設けることもできる。粘着層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて適宜に決
定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍが好ましく、特に１０～１００
μｍが好ましい。
【０１１６】
　粘着層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的にセパレー
タが仮着されてカバーされる。これにより、通例の取扱状態で粘着層に接触することを防
止できる。セパレータとしては、上記厚さ条件を除き、例えばプラスチックフィルム、ゴ
ムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の適
宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン等
の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。
【０１１７】
　なお本発明において、上記した光学素子を形成する偏光子や透明保護フィルムや光学層
等、また粘着層などの各層には、例えばサリチル酸エステル系化合物やベンゾフェノール
系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物やシアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系
化合物等の紫外線吸収剤で処理する方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものな
どであってもよい。
【０１１８】
　本発明のハードコートフィルムを設けた光学素子は液晶表示装置等の各種装置の形成な
どに好ましく用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すな
わち液晶表示装置は一般に、液晶セルと光学素子、および必要に応じての照明システム等
の構成部品を適宜に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成されるが、本発明にお
いては本発明による光学素子を用いる点を除いて特に限定はなく、従来に準じうる。液晶
セルについても、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型などの任意なタイプのものを用いうる。
【０１１９】
　液晶セルの片側または両側に前記光学素子を配置した液晶表示装置や、照明システムに
バックライトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成することがで
きる。その場合、本発明による光学素子は液晶セルの片側または両側に設置することがで
きる。両側に光学素子を設ける場合、それらは同じものであってもよいし、異なるもので
あってもよい。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層
、反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、バックライト
などの適宜な部品を適宜な位置に１層または２層以上配置することができる。
【０１２０】
　次いで有機エレクトロルミネセンス装置（有機ＥＬ表示装置）について説明する。一般
に、有機ＥＬ表示装置は、透明基板上に透明電極と有機発光層と金属電極とを順に積層し
て発光体（有機エレクトロルミネセンス発光体）を形成している。ここで、有機発光層は
、種々の有機薄膜の積層体であり、例えばトリフェニルアミン誘導体等からなる正孔注入
層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、あるいはこのよ
うな発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいはこれらの正
孔注入層、発光層、および電子注入層の積層体等、種々の組み合わせをもった構成が知ら
れている。
【０１２１】
　有機ＥＬ表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光
層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが
蛍光物資を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原
理で発光する。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、この
ことからも予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線
形性を示す。
【０１２２】
　有機ＥＬ表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方
の電極が透明でなくてはならず、通常酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）などの透明導電体で
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形成した透明電極を陽極として用いている。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げ
るには、陰極に仕事関数の小さな物質を用いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌ
ｉなどの金属電極を用いている。
【０１２３】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【０１２４】
　電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備えるとともに、有機発
光層の裏面側に金属電極を備えてなる有機エレクトロルミネセンス発光体を含む有機ＥＬ
表示装置において、透明電極の表面側に偏光板を設けるとともに、これら透明電極と偏光
板との間に位相差板を設けることができる。
【０１２５】
　位相差板および偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用
を有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果
がある。特に、位相差板を１／４波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向の
なす角をπ／４に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０１２６】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外部光は、偏光板により直線偏光成分のみ
が透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が
１／４波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４のときには円偏光
となる。
【０１２７】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【実施例】
【０１２８】
　以下、本発明の実施例について説明する。なお、各例中、「部」、「％」は特記しない
限り、重量基準である。
【０１２９】
　実施例１
　（透明プラスチックフィルム基材）
　厚さ８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（屈折率：１．４８）を用いた。
【０１３０】
　（ハードコート層形成材料）
　ウレタンアクリレート（Ａ）としてペンタエリスリトール系アクリレートと水添キシレ
ンジイソシアネートから得られたウレタンアクリレート１００部と、イソシアヌル酸アク
リレート（Ｂ）としてイソシアヌル酸－トリス［２－（アクリロイルオキシ）エチル］２
０部と、無機の超微粒子（Ｃ）として平均粒径が１０～２０ｎｍの超微粒子シリカを全固
形分に対して４０％と、重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製，イルガキ
ュア１８４）を全固形分に対して３％を、酢酸ブチル／メチルエチルケトン（１／２：重
量比）の混合溶媒により固形分濃度が４５％となるように希釈してハードコート形成材料
（溶液）を調製した。
【０１３１】
　（ハードコートフィルムの作製）
　上記透明プラスチックフィルム基材表面に、上記ハードコート層形成材料をバーコータ
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ーにて塗工し、１００℃で１分間加熱することにより塗膜を乾燥し、その後、メタルハラ
イドランプにて積算光量３００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射し、硬化処理して厚み２０μ
ｍのハードコート層を形成したハードコートフィルムを得た。
【０１３２】
　実施例２
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、イソシアヌル酸アクリレ
ート（Ｂ）の使用量を１０重量部に変更し、さらにペンタエリスリトールテトラアクリレ
ートを８重量部加えたこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を調
製した。
【０１３３】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用い、ハードコート層の厚みを１８
μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１３４】
　実施例３
　（透明プラスチックフィルム基材）
　厚さ７５μｍのトリアセチルセルロースフィルム（屈折率：１．６５）を用いた。
【０１３５】
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）と
して平均粒径が１０～２０ｎｍから成る超微粒子酸化チタンを全樹脂成分に対して３６％
を添加したこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を調製した。
【０１３６】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記透明プラスチックフィルム基材、ハードコート層形成材料を用
い、ハードコート層の厚みを２１μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハー
ドコートフィルムを得た。
【０１３７】
　実施例４
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、ハードコート層の厚みを４２μｍに変更したこと以外は、実施例１
と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１３８】
　実施例５
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、ハードコート層の厚みを３１μｍに変更したこと以外は、実施例１
と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１３９】
　実施例６
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）の
使用量を全樹脂成分に対して５０％に変更したこと以外は実施例１と同様な方法にてハー
ドコート層形成材料を調製した。
【０１４０】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用い、ハードコート層の厚みを１９
μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１４１】
　実施例７
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　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）の
使用量を全樹脂成分に対して２０％に変更したこと以外は実施例１と同様な方法にてハー
ドコート層形成材料を調製した。
【０１４２】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用いたこと以外は、実施例１と同様
にしてハードコートフィルムを得た。
【０１４３】
　実施例８
　実施例１にて得られたハードコートフィルムのハードコート層上に、以下の反射防止層
の形成材料をバーコーターにて塗工し、１２０℃で３分間加熱することにより、乾燥、硬
化処理して、厚さ９８ｎｍの反射防止層を有する反射防止ハードコートフィルムを得た。
【０１４４】
　（反射防止層の形成材料）
　テトラアルコキシシラン５４部、フルオロアルキル構造およびポリシロキサン構造を有
するシランカップリング剤２３部、並びにアクリル基を有するシランカップリング剤で表
面処理を行い疎水化した直径６０ｎｍの中空で球状の酸化ケイ素超微粒子２３部を、イソ
プロピルアルコール／酢酸ブチル／メチルイソブチルケトン（５４／１４／３２：重量比
）の混合溶媒中に分散させ、固形分濃度を２．０％に調整した、反射防止層の形成材料を
得た。
【０１４５】
　実施例９
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）と
して平均粒径が１０～２０ｎｍから成る超微粒子酸化チタンを全樹脂成分に対し３６％を
添加したこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を調製した。
【０１４６】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記透明プラスチックフィルム基材、ハードコート層形成材料を用
い、ハードコート層の厚みを２１μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハー
ドコートフィルムを得た。
【０１４７】
　実施例１０
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）の
代わりに、平均粒径が２００～３００ｎｍの超微粒子シリカを全樹脂成分に対して４０％
配合したこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を調製した。
【０１４８】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用いたこと以外は、実施例１と同様
にしてハードコートフィルムを得た。
【０１４９】
　比較例１
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、無機の超微粒子（Ｃ）を
配合しなかったこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を調製した
。
【０１５０】
　（ハードコートフィルムの作製）



(24) JP 4429862 B2 2010.3.10

10

20

30

40

50

　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用い、ハードコート層の厚みを２１
μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１５１】
　比較例２
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、イソシアヌル酸アクリレ
ート（Ｂ）を配合しなかったこと、その代わりにペンタエリスリトールテトラアクリレー
トを２０重量部配合したこと以外は実施例１と同様な方法にてハードコート層形成材料を
調製した。
【０１５２】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用い、ハードコート層の厚みを１９
μｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にしてハードコートフィルムを得た。
【０１５３】
　比較例３
　（ハードコート層形成材料）
　実施例１において、ハードコート層形成材料の調製にあたり、イソシアヌル酸アクリレ
ート（Ｂ）および無機の超微粒子（Ｃ）を配合しなかったこと、その代わりにペンタエリ
スリトールテトラアクリレートを２０重量部配合したこと以外は実施例１と同様な方法に
てハードコート層形成材料を調製した。
【０１５４】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用いたこと以外は、実施例１と同様
にしてハードコートフィルムを得た。
【０１５５】
　比較例４
　（ハードコート層形成材料）
　ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート１００重量部と重合開始剤（チバ・スペシ
ャルティ・ケミカルズ社製，イルガキュア１８４）４重量部を、酢酸ブチルの混合溶媒に
より固形分濃度が４５％となるように希釈してハードコート形成材料（溶液）を調製した
。
【０１５６】
　（ハードコートフィルムの作製）
　実施例１において、上記ハードコート層形成材料を用いたこと以外は、実施例１と同様
にしてハードコートフィルムを得た。
【０１５７】
　上記で作製したハードコートフィルムおよび反射防止ハードコートフィルムに係わる屈
折率、厚みは下記方法により行ったものである。その値を表１に示す。また、ハードコー
ト層形成材料の各構成成分を表２に示す。
【０１５８】
　（屈折率）
　アタゴ社製のアッベ屈折率計を用い、透明プラスチックフィルム基材およびハードコー
ト層の測定面に対して測定光を入射させるようにして、該装置に示される規定の測定方法
により測定を行った。
【０１５９】
　（ハードコート層の厚み）
　（株）ミツトヨ製のマイクロゲージ式厚み計にて測定を行った。透明プラスチックフィ
ルム基材にハードコート層を設けたハードコートフィルムの厚みを測定し、基材の厚みを
差し引くことでハードコート層の膜厚を算出した。
【０１６０】
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　（反射防止層の厚み）
　大塚電子（株）製の瞬間マルチ側光システムであるＭＣＰＤ２０００（商品名）を用い
、干渉スペクトルの波形より算出した。
【０１６１】
　また得られたハードコートフィルム（反射防止ハードコートフィルムを含む）について
下記評価を行った。結果を表１に示す。
【０１６２】
　（鉛筆硬度）
　ハードコートフィルムのハードコート層が形成されていない面を、ガラス板に厚さ約２
０μｍの粘着剤にて貼り付けた後、ハードコート層（または反射防止層）表面について、
ＪＩＳ　Ｋ－５４００記載の鉛筆硬度試験に従い試験を実施した。
【０１６３】
　（カール）
　ハードコートフィルムを１０ｃｍ角に切断し、ガラス板上にハードコート層（または反
射防止層）が上になるように置き、４角におけるガラス板からの持ち上がり長さ（ｍｍ）
を測定し、その平均値をカールの評価の指標とした。なお、丸くなったものは「測定不能
」とした。
【０１６４】
　（屈曲性）
　ハードコートフィルムを、透明プラスチックフィルム基材を内側にして直径の異なる金
属ロールに直接接する様に巻付け、ハードコート層（または反射防止層）におけるクラッ
クの発生の有無を目視により判定した。クラックの入らなかった直径を屈曲性の値として
計測した。
【０１６５】
　（ヘイズ）
　ＪＩＳ－Ｋ７１３６のヘイズ（曇度）に準じ、ヘイズメーターＨＲ３００（村上色彩技
術研究所社製）を用いて測定した。
【０１６６】
　（干渉縞）
　ハードコートフィルムのハードコート層が形成されていない面に三菱レイヨン製黒色ア
クリル板（厚さ２．０ｍｍ）を厚さ約２０μｍの粘着剤にて貼り合わせ裏面の反射をなく
したものについて、三波長の蛍光灯下におけるハードコート層（または反射防止層）表面
の状態を、以下の基準にて目視にて評価を行なった。
○：ハードコート層表面に薄く干渉色の変化が確認できるまたは干渉縞はほとんど目立た
ない。
×：数ｍｍの間隔で干渉縞が確認できるまたは数ｃｍの間隔で干渉縞が確認できる。
【０１６７】
　（反射率）
　ハードコートフィルムのハードコート層が形成されていない面に三菱レイヨン製黒色ア
クリル板（厚さ２．０ｍｍ）を厚さ約２０μｍの粘着剤にて貼り合わせ裏面の反射をなく
したものについて、ハードコート層（または反射防止層）表面の反射率を測定した。反射
率は、（株）島津製作所製のＵＶ２４００ＰＣ（８°傾斜積分球付き）分光光度計を用い
て、分光反射率（鏡面反射率＋拡散反射率）を測定し、Ｃ光源／２°視野の全反射率（Ｙ
値）を計算により求めた。
【０１６８】
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【表１】

表１中、ＴＡＣ：トリアセチルセルロース、ＰＥＴ：ポリエチレンテレフタレート、であ
る。
【０１６９】
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【表２】

表２中、ＰＥＴＡ：ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ＤＰＥＡ：ジペンタエリ
スリトールヘキサアクリレート、である。
【図面の簡単な説明】
【０１７０】
【図１】本発明のハードコートフィルムの断面図の一例である。
【図２】本発明の反射防止ハードコートフィルムの断面図の一例である。
【符号の説明】
【０１７１】
１・・・透明プラスチックフィルム基材
２・・・ハードコート層
３・・・反射防止層
４・・・ハードコートフィルム
５・・・反射防止ハードコートフィルム
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